
事 業 概 況 （令和 2年 5月分結果の概要） 

 

 保 険 給 付 

令和 2年度労災保険業務機械処理の令和 2年 5月末現在における保険給付支払総額は 1,193億円で、前年同期に比べて

2.3％減となっている。 

保険給付支払総額の給付種類別の状況 

  保険給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、年金等給付が 573億円で 48.0％と最も大きく、次いで療養補償給付

が 390億円で 32.7％を占めている。以下、休業補償給付が 13.8％、障害補償一時金が 3.1％、介護補償給付が 1.2％、遺

族補償一時金が 0.9％、葬祭料及び二次健康診断等給付がそれぞれ 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を給付種類別に前年同期と比べてみると、介護補償給付が 19.5％増、二次健康診断等給付が 2.2％増、

休業補償給付が 1.9％増、遺族補償一時金が 1.6％増、葬祭料が 1.0％増となっているのに対し、障害補償一時金が 12.7％

減、療養補償給付が 5.4％減、年金等給付が 1.0％減となっている。（第１表） 

 

 

 

 

保険給付支払総額の業種別の状況 

  保険給付支払総額を業種別に構成比でみると、「その他の事業」が 368億円で 30.9％、「建設事業」が 342億円で 28.6％、

「製造業」が 281億円で 23.5％となっている。以下、「運輸業」が 11.0％、「鉱業」が 3.4％、「林業」が 1.7％、「船舶所

有者の事業」が 0.5％、「漁業」が 0.3％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.2％となっている。 

  保険給付支払総額を業種別に前年同期と比べてみると、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 19.0％減、「漁業」が

10.5％減、「鉱業」が 7.9％減、「製造業」が 4.9％減、「建設事業」が 1.8％減、「運輸業」が 0.9％減、「その他の事業」が

0.4％減、「林業」及び「船舶所有者の事業」がそれぞれ 0.2％減となっている。（第２表） 

 

 

 

 

区　分　

　保険給付

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

合 計 122,079,831 100.0 3.8 △    119,298,148 100.0 2.3 △    

療 養 補 償 給 付 41,238,207 33.8 5.1 △    39,021,978 32.7 5.4 △    

休 業 補 償 給 付 16,114,313 13.2 2.9 △    16,427,893 13.8 1.9

障 害 補 償 一 時 金 4,212,200 3.5 14.0 △   3,675,353 3.1 12.7 △   

遺 族 補 償 一 時 金 1,040,523 0.9 25.0 △   1,057,687 0.9 1.6

葬 祭 料 273,055 0.2 24.2 △   275,793 0.2 1.0

介 護 補 償 給 付 1,150,875 0.9 1.0 1,375,640 1.2 19.5

年 金 等 給 付 57,842,941 47.4 1.8 △    57,251,540 48.0 1.0 △    

二 次健 康診 断等 給付 207,717 0.2 20.9 212,264 0.2 2.2

(注1) 本表は、機械処理データの金額である（以下、各表同じ）。

(注2) 本表の数値は、金額は百円単位で、比率は小数点以下第2位で四捨五入を行っている（以下、各表同じ）。
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第　１　表　　給 付 種 類 別 保 険 給 付 支 払 状 況



 

 

 

年金等給付支払総額の業種別の状況 

  年金等給付支払総額を給付種類別に構成比でみると、遺族補償年金が 314億円で 54.8％と最も大きく、次いで障害補償

年金が 217億円で 37.9％、傷病補償年金が 42億円で 7.3％を占めている。 

  年金等給付支払総額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 189 億円で 33.0％、「製造業」が 162 億円で 28.3％、

「その他の事業」が 116億円で 20.2％となっている。以下、「運輸業」が 10.9％、「鉱業」が 4.8％、「林業」が 1.8％、「漁

業」が 0.4％、「電気、ガス、水道又は熱供給の事業」が 0.3％、「船舶所有者の事業」が 0.2％となっている。（第３表） 

 

 

 

 

 

 

区　分　

　業　種

千円 ％ ％ 千円 ％ ％

全 業 種 122,079,831 100.0 3.8 △    119,298,148 100.0 2.3 △    

林 業 2,039,152 1.7 7.1 △    2,034,223 1.7 0.2 △    

漁 業 381,421 0.3 1.7 △    341,297 0.3 10.5 △   

鉱 業 4,346,262 3.6 6.7 △    4,002,191 3.4 7.9 △    

建 設 事 業 34,812,028 28.5 1.0 △    34,168,040 28.6 1.8 △    

製 造 業 29,503,161 24.2 2.2 △    28,060,347 23.5 4.9 △    

運 輸 業 13,186,091 10.8 3.6 △    13,069,740 11.0 0.9 △    

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
293,198 0.2 4.6 △    237,413 0.2 19.0 △   

そ の 他 の 事 業 36,971,564 30.3 7.0 △    36,838,825 30.9 0.4 △    

船 舶 所 有 者 の 事 業 546,955 0.4 2.5 △    546,072 0.5 0.2 △    
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第　２　表　　業 種 別 保 険 給 付 支 払 状 況

令和元年度　元年5月末 令和2年度　2年5月末

令和2年度　2年5月末現在

区　分　 障 害 補 償 遺 族 補 償 傷 病 補 償 合 計

　業　種 年 金 年 金 年 金 （ 年金等給付 ）

千円 千円 千円 千円 ％

全 業 種 21,690,626 31,387,991 4,172,922 57,251,540 100.0

林 業 294,220 686,553 50,100 1,030,873 1.8

漁 業 54,141 176,123 7,101 237,365 0.4

鉱 業 257,021 2,029,062 470,879 2,756,962 4.8

建 設 事 業 5,981,965 11,407,044 1,523,931 18,912,939 33.0

製 造 業 7,955,138 7,469,093 781,592 16,205,824 28.3

運 輸 業 2,342,525 3,519,685 386,538 6,248,748 10.9

電 気 、 ガ ス 、 水 道

又 は 熱 供 給 の 事 業
38,269 110,719 10,396 159,383 0.3

そ の 他 の 事 業 4,730,766 5,905,870 934,043 11,570,679 20.2

船 舶 所 有 者 の 事 業 36,580 83,843 8,344 128,767 0.2

構 成 比 37.9% 54.8% 7.3% 100.0% －

(注) 「傷病補償年金」は、傷病補償年金受給者に係る療養の給付及び療養の費用を含む。

構成比

第　３　表　　業 種 別 年 金 等 給 付 支 払 状 況



 

保 険 料 

 

  令和 2年度労災保険業務機械処理の令和 2年 5月末現在における保険料徴収決定済額は 432億円で、前年同期に比べて

6.3％減となっている。保険料収納済額は 78 億円で、前年同期に比べて 8.7％減となっている。また、収納率についてみ

ると 18.0％となっており、前年同期に比べて 0.4ポイント下回っている。 

  保険料徴収決定済額を業種別に構成比でみると、「建設事業」が 316億円で 73.2％と最も大きく、次いで、「その他の事

業」が 57億円で 13.3％、「製造業」が 23億円で 5.3％を占めている。以下、「運輸業」が 4.6％、「電気、ガス、水道又は

熱供給の事業」が 1.6％、「船舶所有者の事業」及び「林業」がそれぞれ 0.7％、「鉱業」が 0.4％、「漁業」が 0.2％となっ

ている。（第４表） 

 

 

区　分　

令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度 令和元年度 令和2年度

　業　種 元年5月末 2年5月末 元年5月末 2年5月末 元年5月末 2年5月末

千円 千円 ％ ％ 千円 千円 ％ ％ ％ ％

全 業 種 46,130,676 43,213,329 100.0 6.3 △   8,499,817 7,763,726 100.0 8.7 △   18.4 18.0

林 業 272,510 286,486 0.7 5.1 117,042 128,953 1.7 10.2 42.9 45.0

漁 業 70,824 78,347 0.2 10.6 2,705 4,083 0.1 50.9 3.8 5.2

鉱 業 221,978 190,274 0.4 14.3 △  7,425 4,238 0.1 42.9 △  3.3 2.2

建 設 事 業 35,750,506 31,629,727 73.2 11.5 △  7,391,094 6,198,659 79.8 16.1 △  20.7 19.6

製 造 業 2,270,113 2,269,575 5.3 0.0 198,697 158,792 2.0 20.1 △  8.8 7.0

運 輸 業 2,025,538 1,996,649 4.6 1.4 △   142,492 124,758 1.6 12.4 △  7.0 6.2

電気、ガス、 水道

又は熱供給の 事業
1,653 709,354 1.6 42,813.1 1,091 240,692 3.1 21,961.6 66.0 33.9

そ の 他 の 事 業 5,192,451 5,749,316 13.3 10.7 613,286 887,106 11.4 44.6 11.8 15.4

船舶所有者の 事業 325,102 303,601 0.7 6.6 △   25,983 16,446 0.2 36.7 △  8.0 5.4

構成比

対前年

同　期
増減率

構成比

対前年

同　期
増減率

第　４　表　　業　種　別　保　険　料　徴　収　状　況
保 険 料 徴 収 決 定 済 額 保 険 料 収 納 済 額 収　納　率


